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第１ 監査の概要 

 

  １ 財政的援助団体等監査の趣旨 

 財政的援助団体等は、県が補助金、交付金、貸付金、損失補償等の財政的援

助を与えているもの、県が資本金、基本金等を出資しているもの及び公の施

設 注１の管理を行わせているものをいう。                   

 本監査の目的は、財政的援助等を行っている団体及び所管課を監査し、団体

における公金の執行状況の適正性、県による財政的援助の妥当性等を監査する

ものである。 

 なお、財政的援助団体等監査の根拠規定及び説明等については別記のとおり

である。 

注１）公の施設とは、住民の福祉を増進させることを目的として、地方公共団体が設置する   

施設で、学校、美術館、ホール、体育館、県営住宅や公園等が該当する。 

 

  ２ 監査対象団体及び実施団体 

 （１）監査対象団体     

 監査対象団体は、監査体制等の条件、監査の実効性の確保等を考慮し、次

のとおりとした。 

      ア 財政的援助団体 

 県単独の制度により原則として１千万円以上の補助金等（交付金、負担

金及び利子補給金を含む。）を交付しているか、貸付又は損失補償をして

いる団体 

      イ 出資団体 

 県が資本金、基本金その他これに準ずるものの４分の１以上を出資して

いる団体 

      ウ 債務保証団体 

 県が金融機関に対し債務保証契約を締結している団体 

      エ 公の施設の指定管理者 

         県が公の施設の管理を行わせている団体
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  （２）監査対象団体の概要 

上記（１）の団体について、各所管課に対して行った対象団体の調査の結 

果は次のとおりである。 
 

                                         
財政的援助等の形態別件数 

                                     
            

財政的援助 

      
      
      
      
団体区分 

      
      
      
監査対象 
      
団体実数 

     
補助金等

   
貸付金

     
損失補償

    
    
出資 

    
債務 
    
保証 

     
公の施設
の指定管
理 

 財 団 法 人             ２２    １０      ２     ３  １８       ８

 社 団 法 人             １０      ７      ２     １    ３         

地方独立行政法人        １      １      

 社会福祉法人             ２１    ２１      

 農林水産組合               ３      １      ２        

商工会議所商工会

等 

    ３１    ３１      

 株 式 会 社             １０          ２     ３        ７

 そ の 他             １９    １３      １      １    ４    １       ４

 合 計           １１７    ８４     ９      ５  ２８    １     １９

  ※１つの団体に対し補助金、貸付金、出資等を重複して援助する場合があるので、「監査    

対象団体実数」の合計と「財政的援助等の形態別件数」の合計は一致しない。
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 （３）監査実施団体 

  今年度は上記監査対象団体の中から、過去の監査実施状況等を考慮し、次 
の２５団体を選定し監査を実施した。 

 

 

 

 

団    体 

 

所管課 

財政的援助等 

 

の 形 態       

１  (学法)同志舎 (総務部)総務課  補助金等 

２  (公大法)島根県立大学      〃     〃 

３  (財)島根県市町村振興協会  地域政策課    〃 

４  (社)島根県トラック協会  交通対策課    〃 

５  (社)島根県医師会  健康推進課    〃 

６  漁業協同組合ＪＦしまね  水産課    〃 

７  (社)島根県観光連盟  観光振興課    〃  

８  島根県中小企業団体中央会  中小企業課    〃 

９  まつえ北商工会    〃    〃 

１０  まつえ南商工会    〃    〃 

１１  飯南町商工会    〃     〃 

１２  出雲商工会    〃    〃 

１３  銀の道商工会    〃    〃 

１４  島根県職業能力開発協会  雇用政策課     〃 

１５  (財)しまね海洋館  地域政策課  出資・指定管理

１６  (財)ふるさと島根定住財団    〃  出資・補助金等

１７  (財)しまね女性センター  環境生活総務課  出資・指定管理

１８  (財)島根県文化振興財団  文化国際課  出資・指定管理

１９  (財)しまね国際センター    〃  出資 
 

２０ 
 
 (財)しまね自然と環境財団 

  
 自然環境課 

 出資・補助金等
 ・指定管理 

 
２１ 

 
 (財)島根県環境保健公社 

  
 医療対策課 

 出資・補助金等
 ・貸付金 

２２  (社)島根県畜産振興協会  農畜産振興課  出資・補助金等

２３ 

 

 (財)島根県石央地域地場産業振興セ 

 ンター 

 産業振興課  出資 

 
２４ 

 
 (財)島根県建設技術センター 

  
 土木総務課 

  
 出資・損失補償

２５  北陽ビル管理(株)  生涯学習課 

 文化財課 

 指定管理 
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 ３ 監査の実施方法、対象年度、範囲、視点及び実施年月日 

 （１）実施方法      

  団体については実地監査により行い、所管課については書面監査により行

った。 

 

 （２）対象年度 

 原則として平成２０年度を対象とし、必要に応じ、現年度及び過年度も対

象とした。 

 

 （３）範囲 

  監査の範囲は、補助金、貸付金、損失補償等の財政的援助を与えている団

体にあっては、それら財政的援助に関連する範囲とし、出資している団体に

あっては、団体の財務、会計、事業など経営全般とし、公の施設の管理を行

わせている団体にあっては、管理に係る会計事務の執行や施設の維持管理を

範囲とした。 

 

 （４）視点 

 監査は、県が補助金等の財政援助を行っている団体については、補助金等

が公金として適切に執行され、交付目的である成果が十分得られているか、

出資している団体については、出資目的に沿って事業が運営されているか、

また、公の施設の管理を行わせている団体については、指定管理に関する協

定書に基づき施設が適切に管理・運営されているかなどの視点から行った。 

 

 （５）実施年月日 

        監査は、「別表 監査実施年月日」のとおり実施した。
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第２ 監査の結果 

 

Ⅰ 監査結果（総括） 

 １ 監査実施団体に係る近年の動向 

   今回監査を実施した団体のうち、近年、地方独立行政法人化や合併等の大き  

な変化が見られたところは次のとおりである。 

 （１）（公大法）島根県立大学 

 団体は、平成１９年４月に地方独立行政法人として県により設立され、島

根県立大学及び島根県立大学短期大学部（島根県立島根女子短期大学と島根

県立看護短期大学を統合して設立）を設置・運営しており、本県における高

等教育の拠点の一つとして、国際的な視野を持ちつつ地域に貢献する人材の

育成などに取り組んでいる。 

 

 （２）漁業協同組合ＪＦしまね 

団体は、平成１８年１月に、県内の沿海２０漁業協同組合が合併し、設立

されている。合併後取り組んできた組織の合理化・効率化等の成果を活かし

ながら、販売事業、購買事業、信用事業などの多様な事業を総合的に推進し、

組合員の経済的地位・社会的地位の向上と水産業の生産力の増進に努めてい

る。 

 

 （３）まつえ北、まつえ南、飯南町、出雲及び銀の道の各商工会 

各団体は、市町村合併に伴い、平成１９年４月に旧町村商工会の広域統合

が行われ、組織の合理化・効率化等に取り組み、地域の商工業の改善等はも

とより、中山間地域等の振興にも重要な役割を果たしている。 

 

 （４）（財）ふるさと島根定住財団及び（財）しまね自然と環境財団 

（財）ふるさと島根定住財団は、県出資法人の見直しにより（財）島根ふ

れあい環境財団２１が解散したことに伴い、平成２０年４月にそのＮＰＯ部

門に係る事業と財産を継承している。 

また、（財）しまね自然と環境財団（旧（財）三瓶フィールドミュージア

ム財団）は、同じく平成２０年４月に（財）島根ふれあい環境財団２１の環

境保全部門に係る事業と財産を継承し、名称変更を行いスタートしている。 
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２ 監査実施団体に係る監査結果（指示事項・指導事項の件数及び運営の合理化

に資する意見） 

各団体別の監査結果はⅡ 監査結果（個別）に掲げるとおりであるが、全体

としてはおおむね適正に処理されていたと認められた。 

なお、今回改善を要するものとして指摘した事項はなく、所管課に対する指

示事項及び団体に対する指導事項の件数並びに運営の合理化に資する意見は、

次のとおりである。 

本報告書に掲げた運営の合理化に資する意見については、県報登載により公

表し、指示事項及び指導事項とともに該当する所管課及び団体に対し文書によ

り通知する。 

  （１）指示事項及び指導事項の件数 

 

区 分 件 数 内 容（件数） 

 指示事項（所管課）     ５ ・補助金の実績確認に係るもの（１） 

・補助金交付要綱に係るもの（２） 

・新公益法人制度に係るもの（１） 

・団体に対する指導監督に係るもの(１）

 指導事項（団体）   ２０ ・収入及び支出事務に係るもの（５） 

・契約事務に係るもの（６） 

・債権管理に係るもの（１） 

・資金管理に係るもの（１） 

・貸借対照表に係るもの（２） 

・公の施設の指定管理に係るもの（２）

・組織体制に係るもの（２） 

・その他（１） 

 

 （２）運営の合理化に資する意見 

       運営の合理化に関し複数の団体・所管課に共通する意見は、次のとおりで   

ある。 

    ○補助金等の財政的援助団体に関するもの 

     １）所管課に対する意見
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      ア 補助金等の実績確認について 

補助金等の額を確定する場合においては、補助金等交付規則第１１

条等に定めるところにより、補助事業者等が提出する補助事業等に係

る実績報告書や添付書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等によ

り、補助事業等の成果が補助金等の交付の決定内容及びこれに付した

条件に適合するかどうかを調査することとなっている。 

補助金等の適正な執行を確保し、県民への説明責任を果たしていく

上において、その実績確認は重要な行為であるが、今回監査した補助

金等の一部では実績確認が十分に行われていない状況が見受けられ

た。 

ついては、補助事業者等から提出された実績報告書等の書類の審査

だけでは実績を確認することができない場合には、補助事業者等に対

して証拠資料の追加提出を求めたり、現地調査を実施するなどにより、

その実績確認を適切に行うようにされたい。 

 

    ○出資団体に関するもの 

     １）団体に対する意見 

      ア 新公益法人制度への対応について 

従来の社団法人及び財団法人（新制度施行後は特例民法法人）は、

平成２０年１２月１日に施行された新しい公益法人制度に関する法律

注２に基づき、その施行後５年以内に、一般社団法人又は一般財団法人

として認可を受けて存続するか、公益性の認定を得て公益社団法人又

は公益財団法人を目指すか選択する必要がある。これらのいずれにも

認められない場合や認定・認可の申請を行わない場合は解散とみなさ

れることになっている。 

今回は出資団体として１つの社団法人と９つの財団法人について監

査を実施したが、このうち２団体では理事会等において公益認定法人

へ移行する方針を決定していた。 

また、各団体では、新公益法人制度に向けて個別・具体の課題の整理

や検討に取り組んでいるが、公益認定基準への対応、理事や評議員の

選任を含めた執行体制のあり方、新たな公益法人会計基準への対応な

ど、早急に検討すべき重要な課題が多く見られたところである。
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 ついては、引き続き情報の収集に努め、理事会等における十分な議

論を通じて新公益法人制度に向けた適切な対応が図られるよう準備を

進められたい。 

            注２）平成２０年１２月１日に施行された新しい公益法人制度に関する法律 

○「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」 

○「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律」 

○「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法

人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」 

 

     ２）所管課に対する意見 

      ア 新公益法人制度への対応について 

団体において新公益法人制度に向けた適切な対応が行われるよう、

引き続き情報提供や指導を行うなど団体を支援されたい。 

 

    ○公の施設の指定管理者に関するもの 

    １）所管課に対する意見 

     ア 指定管理業務の評価と県民への公表について 

このことについては、平成１９年度財政的援助団体等監査の結果報

告における所管課に対する意見として、「団体の指定管理業務実績を

客観的に評価する具体的な評価項目や評価基準などを設けて適正に評

価し以後の改善に活かすとともに、業務の透明性確保の観点から、そ

の結果を施設の利用者である県民に公表されたい。」と述べたところ

である。 

これに対して、所管課では、「更なる施設の適正管理及びサービス

向上に資するため、指定管理者からの業務実績報告に基づき運営に関

する評価を行うことを検討する。」とし、平成２２年度の指定管理業

務から評価を実施し公表することとしている。 

ついては、平成１９年度財政的援助団体等監査の結果報告における

意見の趣旨を踏まえて評価の仕組みを設け、その適切な運用を図ると

ともに評価の結果を活かして指定管理業務の改善に取り組み、県民サ

ービスの一層の向上が図られるよう努められたい。 
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Ⅱ 監査結果（個別） 

 

１ 団体名 （学法）同志舎 所管課 （総務部）総務課

 

１ 監査対象とした財政的援助等の概要 

補助金等 

     

 私立専修学校教育活動費補助金 

      平成１８年度 １０，８５６千円 

    平成１９年度   ９，２１９千円 

    平成２０年度  ７，９６９千円 

 

  （１）経緯 

平成１９年度財政的援助団体等監査において、平成１８年度補助金を対象

として監査を実施したが、平成２０年１月に検察により前理事長等による団

体の業務運営に関わる不正が摘発され、その処理が終結を見ていなかったた

め、その取扱いを保留としていた。 

その後、不正事案の内容が明らかにされ、また、所管課により平成１８年

度補助金の適正執行が確認されたことから、今回、平成１８年度補助金を対

象として再度監査を実施した。併せて、平成１９年度及び平成２０年度の補

助金についても監査を行った。 

      

２ 監査の結果 

  （１）所管課 

   ア 運営の合理化に資する意見     

① 団体の運営に対する指導等について 

団体では、検察による不正摘発後、体制の立て直しを図るため理事、

評議員等が一新されており、その新体制においては、内部統制を強化す

る観点から、理事会を定例的に開催し運営に係る協議・点検を行うとと

もに、事務局体制の強化を目指して諸規程の整備や教職員のコンプライ

アンス意識の向上などに取り組んでいる。 

また、団体では、近年学生数が大幅に減少し厳しい経営環境にあるこ

とから、経営の安定を目指して、学長や教員等による高校訪問、オープ

ンキャンパスの強化、県外における入学アドバイザーの設置、地元市と

の連携による学生支援策の実施などの学生確保策に取り組んでいる。 

ついては、これらの取組が推進され、健全な運営が図られるよう団体

への指導や助言等を行われたい。 
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  （２）団体 

   ア 運営の合理化に資する意見 

    ① 団体の健全な運営について 

所管課に対する運営の合理化に資する意見で述べたように、団体では、

内部統制の強化や学生確保に向けた取組を積極的に行っているところで

ある。 

ついては、今後も役員及び教職員が一体となってこれらの取組を推進

し、健全な運営が図られるよう努められたい。
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２ 団体名 （公大法）島根県立大学 所管課 （総務部）総務課

 

１ 監査対象とした財政的援助等の概要 

補助金等 

     

 公立大学法人島根県立大学特殊要因経費補助金 ５０，２２９千円

 公立大学法人島根県立大学運営費交付金 １，６３６，８２２千円

     

２ 監査の結果 

 （１）所管課 

      ア 運営の合理化に資する意見 

    ① 長期的視点に立った団体に対する評価と支援について 

団体では、県が示した６年間（平成１９年度～平成２４年度）におけ

る「学ぶ意欲を大切にし、高めていく大学」、「地域に根ざし、地域に

貢献する大学」等の中期目標を達成するため、中期計画を策定し、その

推進に取り組んでいる。 

この中期計画に係る取組については、島根県公立大学法人評価委員会

により、高い志願倍率や就職率の維持、経費節減や外部資金の獲得によ

る自己財源比率の改善などの成果をあげている団体の業務運営の状況か

ら、「中期目標の達成に向けて順調に進んでいる」と評価されている。 

一方、団体を取り巻く状況は、急速な少子化の影響により大学間の競争

が激化することや、団体の財政的基盤を構成する運営費交付金の縮減が

予定されているなど、今後ますます厳しくなるものと考えられる。 

こうした状況の中で、団体は、本県における高等教育の拠点の一つと

して、「地域に貢献する人材の育成」という重要な役割を担っており、

その責務を果たしていくためには、長期的視点に立った取組が求められ

ている。 

ついては、団体が県民の期待に応えて安定的かつ持続的に人材育成に

取り組むことができるよう、長期的な視点に立った評価とそれに基づく

支援について考慮されたい。
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  （２）団体 

   ア 運営の合理化に資する意見 

    ① 中期計画の推進について 

所管課に対する運営の合理化に資する意見で述べたように、中期計画

に係る団体の取組状況は、「中期目標の達成に向けて順調に進んでいる」

と評価されているが、団体を取り巻く状況は今後ますます厳しくなるも

のと考えられる。 

ついては、引き続き徹底した歳出削減や外部資金の獲得による財政基

盤の強化を図るとともに、中期目標の達成を目指し、全学一体となって

中期計画の着実な推進に取り組まれたい。 

 

        ② 会計事務に係る規程の整備等について 

団体では、契約事務等において、地理的に離れた各キャンパスにおけ

る会計処理を効率的に行う必要があることなどの理由から、公立大学法

人島根県立大学会計事務取扱規程等の会計事務に係る規程と異なる運用

が一部行われていた。 

また、謝金等の支出のように学内に統一基準がなく今後整備を行う必

要があるものや、担当者の理解不足などにより適確な会計処理が行われ

ていないものが見受けられた。 

ついては、これまでの会計処理の実態を踏まえ、会計事務に係る規程

の整備を行うとともに、担当者に対する指導・研修の充実を図られたい。 

 

    ③ 内部統制の強化について 

団体では、法人内部監査人監査実施要領を策定し、理事長が指名する

内部監査人によって内部監査（会計事務と業務に係る監査が含まれる。）

を実施することとしている。平成２０年度は６名の内部監査人が業務に

係る監査を実施したが、会計事務に係る監査は実施されていない状況で

ある。 

また、団体では、入学時に納付される大学後援会費、学友会費、同窓

会費等と毎月納付される学寮費（団体の収入となる使用料を除く共益費、

物品更新積立金及び寮自治会費）を管理しているが、監査や通帳等の定

期的チェックが実施されていないなどの不十分な点が見られたところで

ある。 

ついては、会計事務に係る内部監査を定期的に実施するとともに、団

体の収入とならない納付金についても学内統一の取扱い基準を定めるな

ど適正な管理を行い、内部統制の強化を図られたい。
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３ 団体名 （財）島根県市町村振興協会 所管課 地域政策課 

 

１ 監査対象とした財政的援助等の概要 

補助金等   市町村振興交付金  ５７１，１３３千円 

     

２ 監査の結果 

 （１）団体 

   ア 運営の合理化に資する意見 

    ① 基金の有効活用について 

団体では、市町村振興交付金のうち、オータムジャンボ宝くじに係る

収益金を市町村に配分する一方、サマージャンボ宝くじに係る収益金に

ついては９０％を基金として積み立て、その基金を活用し、低利での市

町村への長期貸付事業や人材育成を目的とした市町村職員研修助成事

業、市町村共通課題を解決するための事業への支援など、全県的な視野

に立った市町村振興に取り組み、重要な役割を果たしている。 

近年においては、市町村職員研修助成事業を拡充するとともに、市町

村共通課題支援事業として電子調達システム開発経費等の補助を行うな

ど、基金の活用に努めている。 

しかしながら、基金を管理している特別会計の正味財産は平成２０年

度末で６８億円余（前年度比２億９千万円余の４．５％増）に達してお

り、毎年度の積立てなどにより増加する傾向にある。 

ついては、市町村の行政ニーズを十分踏まえ、他の都道府県等の状況

も参考にしながら、基金の更なる有効活用について検討されたい。
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７ 団体名 （社）島根県観光連盟 所管課 観光振興課 

                            

１ 監査対象とした財政的援助等の概要 

補助金等 

     

  社団法人島根県観光連盟補助金             １２，３４７千円 

  島根県観光客誘致促進共同事業負担金         ９，３１９千円 

  山陰文化観光圏整備事業負担金               ２，０００千円 

     

２ 監査の結果 

 （１）所管課 

      ア 運営の合理化に資する意見 

    ① 事務局体制の強化について 

平成２０年度の事務事業の見直しにより、観光振興に対する県と団体

の役割分担の整理が行われ、団体は、観光業者の資質向上や民間の主体

的な取組に対する支援などを中心に観光振興を担うこととしている。一

方、組織体制においては、専務、事務局長など団体役職員の県職員との

兼務を段階的に解消する計画としている。 

ついては、団体の自立的運営に向けて、計画に沿った県職員の兼務解

消を行いながら事務局体制の強化を図られたい。 
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８ 団体名 島根県中小企業団体中央会 所管課 中小企業課 

 

１ 監査対象とした財政的援助等の概要 

補助金等   島根県中小企業連携組織対策事業費補助金  １１０，４９９千円

     

２ 監査の結果 

  （１）団体 

   ア 運営の合理化に資する意見 

    ① 中小企業連携への取組支援の強化について 

平成１９年度財政的援助団体等監査の結果報告において、団体に対し

「中小企業の多様な連携組織への支援について」の意見を述べたところ

であるが、団体においては、こうした意見等を踏まえ、平成２１年度に

事務局の組織再編を行い「連携支援課」を設置するなど支援体制を整備

している。 

ついては、専門的支援機関として多様な支援ニーズを把握するととも

に、商工会議所、商工会等と更なる連携を図りながら、地域の中小企業

連携組織の支援などに積極的に取り組まれたい。
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１４ 団体名 島根県職業能力開発協会 所管課 雇用政策課 

 

１ 監査対象とした財政的援助等の概要 

補助金等   職業能力開発推進事業費補助金   ４０,５２３千円 

 

２ 監査の結果 

 （１）所管課 

   ア 運営の合理化に資する意見  

    ① 補助金の適正な執行について 

平成２０年度に国の会計検査が行われ、国庫補助金及び県補助金で実

施された職業能力開発促進法に基づく事業に係る経費の一部（平成１５

年度及び平成１６年度分のコンピュータサービス技能評価検定委員謝金

や中四国ブロック会議負担金等）が補助対象外と判断されたことから、

国及び県との協議の結果、県補助金のうち１４１万円余が団体から県に

返還されている。 

こうした状況を踏まえ、所管課では、平成２０年度分の補助金につい

て団体に対する現地調査を実施し、適正に執行されていることを確認し

ている。 

ついては、今後も、現地調査を実施するなどにより補助金の実績確認

を適切に行うとともに、団体に対しては、職業能力開発推進事業費補助

金交付要綱等に基づく適正な執行が行われるよう指導を徹底されたい。 

 

  （２）団体 

    ア 運営の合理化に資する意見  

    ① 補助金の適正な執行について 

所管課に対する運営の合理化に資する意見で述べたところであるが、

所管課の指導を十分踏まえ、職業能力開発推進事業費補助金交付要綱等

に基づく補助金の適正な執行を行われたい。
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１６ 団体名 （財）ふるさと島根定住財団 所管課 地域政策課 

 

１ 監査対象とした財政的援助等の概要 

出  資        ４１７，０００千円（県出資比率：１００％） 

補助金等   ふるさと島根定住支援補助金 １８５，２７９千円 

 

２ 監査の結果 

 （１）所管課 

      ア 運営の合理化に資する意見 

① 団体の役割の明確化とそれに対応した事務局体制の構築について 

団体は、平成４年の設立以来、「若年層の県内就職の促進」や「県外

からのＵＩターンの促進」などに取り組み、本県の最重要施策の一つで

ある定住の推進に大きな役割を果たしてきた。島根県総合発展計画にお

いても、人口定住は「施策推進の方向」の基本目標の一つに挙げられて

おり、定住推進に係る各種事業において豊富な実績と経験を有する団体

の役割は一層重要になってくるのものと考えられる。 

しかしながら、平成２０年度末における団体の事務局は、正規職員（プ

ロパー職員）４名、県派遣職員５名、非常勤嘱託職員３０名、臨時職員

３名の計４２名で構成されており、プロパー職員が全体の１割にも達し

ない状況であり、その体制強化が大きな課題となっている。 

ついては、中長期的な観点から団体の役割を明確にするとともに、安

定的かつ効率的に業務を遂行し、その役割を果たすことができる事務局

体制の構築に向けて検討を行われたい。 

 

  （２）団体 

   ア 運営の合理化に資する意見 

        ① 事務局体制の強化に向けた人材の育成について 

所管課に対する運営の合理化に資する意見で述べたように、団体にお

ける事務局体制の強化が大きな課題となっている。. 

このため、団体では、平成２１年２月の理事会等において、事務局体

制の強化に向けて人材の育成を進める観点から、プロパー職員の管理職

員への登用や任期付職員制度の創設などに取り組むことを確認するとと

もに、事務局職員に係る研修の充実などを図ることとしている。 

ついては、理事会等で確認した人材育成の取組等を着実に推進し、安

定的で効率的に業務を遂行できる事務局体制の強化に努められたい。 
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    ② 定住情報の提供の一元化について 

団体では、ＵＩターン希望者等を対象として、全国規模のＵＩターン

向けフェアへの出展、情報誌やガイドブックの作成配布、ホームページ

の活用などにより、本県の定住情報を積極的に発信するとともに、ＵＩ

ターン希望者等の利便性を高めることを目的として定住情報の提供一元

化に向けた準備に取り組んでいる。 

ついては、県や市町村、さらにはＵＩターン向け住宅情報の提供に取

り組んでいる（財）島根県建築住宅センターなどの関係機関と連携し、

ＵＩターン希望者等のニーズに対応した定住情報の一元的提供が可能と

なるよう制度の構築とその運用に努められたい。
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１９ 団体名 （財）しまね国際センター 所管課 文化国際課 

 

１ 監査対象とした財政的援助等の概要 

出  資        １，０１２，５００千円（県出資比率：７９．０％） 

 

２ 監査の結果 

 （１）所管課 

      ア 運営の合理化に資する意見 

    ① 団体の役割とあり方について 

      本県の中核的な国際交流機関として、多面的な国際交流、国際協力事

業を実施するとともに、市町村・民間団体等の国際交流活動に対する支

援と連携を強化する活動を行い、これまで地域の国際化の推進に大きな

役割を果たしてきた。 

      近年、あらゆる分野における情報化・国際化の進展に伴い、市町村や

民間団体等でも多様性のある国際化事業や国際交流活動が行われるよう

になってきており、今後は市町村等と団体との役割分担を図りながら社

会的ニーズに応えていく必要がある。 

      団体は自主財源に乏しく県からの受託事業収入も減少傾向にあり、ま

た今後のあり方についての検討が進んでいないため、退職者の正規補充

もできない状況で事務局の体制が弱体化している状況が見受けられる。 

      ついては、団体の今後のあり方について団体を交えた検討を早急に行

い、その方針を明確にされたい。
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２０ 団体名 （財）しまね自然と環境財団 所管課 自然環境課 

 

１ 監査対象とした財政的援助等の概要 

出  資       １２３，０００千円（県出資比率：８６．０％） 

補助金等  みんなで取り組む島根の環境づくり事業補助金 ４５，１００千円

公の施設の

指定管理 

 管 理 施 設      ：三瓶自然館とその附属施設 

 指 定 期 間      ：平成１７年度～平成２１年度 

 指定管理料：３０４，５００千円（平成２０年度） 

 

２ 監査の結果 

 （１）団体 

   ア 運営の合理化に資する意見 

    ① 環境保全活動の一体的推進について 

団体は、平成２０年４月に旧（財）島根ふれあい環境財団２１の環境

保全部門に係る事業を統合し、名称を「（財）三瓶フィールドミュージ

アム財団」から変更して、従来の三瓶自然館等の管理運営や自然環境の

保護の調査研究のみならず、環境全般を対象とした保全活動の推進支援

や普及啓発事業、島根県地球温暖化防止活動推進センターの業務などを

担うこととなった。 

しかしながら、環境保全活動の推進については、旧（財）島根ふれあ

い環境財団２１の事務を継承した松江事務所で従来どおり実施されてお

り、統合を契機に団体が一体となって取り組むという体制としては未だ

弱い状況にある。 

ついては、三瓶自然館の管理運営等を通じて得たノウハウを活かして、

広く県民を対象として環境教育や環境学習に関する事業を推進するな

ど、団体一体となって環境保全活動の推進に取り組まれたい。
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２１ 団体名 （財）島根県環境保健公社 所管課 医療対策課 

 

１ 監査対象とした財政的援助等の概要 

出  資       １，０００千円（県出資比率：１００％） 

補助金等   成人病予防センター機能強化補助金 ２６，０００千円 

貸 付 金        成人病予防センター運営資金貸付金  １０，０００千円 

                  （平成２０年度） 

 

２ 監査の結果 

 （１）団体          

   ア 運営の合理化に資する意見 

        ① 団体の健全な運営について 

団体を取り巻く経営環境は、健康診断の実施件数の減少や検査事業の

規制緩和による他事業者との競合等により厳しいものとなっている。 

ついては、事業の評価分析等に基づいて、業務の効率性や採算性を高

めるなどの経営改善を一層推進することによって、健全な運営に努めら

れたい。
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２４ 団体名 （財）島根県建設技術センター 所管課 土木総務課 

 

１ 監査対象とした財政的援助等の概要 

出 資        １００，０００千円（県出資比率：１００％） 

損失補償   損失補償限度額 ２１５，０００千円（平成２０年度） 

  （松江地区建設発生土リサイクルヤード整備事業に係るもの） 

 

２ 監査の結果 

 （１）団体          

   ア 運営の合理化に資する意見 

    ① 松江地区建設発生土リサイクルヤードにおける建設発生土の再利用の     

促進について 

リサイクルヤードは、松江地区で行われる公共事業で発生する建設発

生土の適正処理とその再利用による有効活用を図ることを目的として整

備され、平成１６年１０月から運営されている。 

リサイクルヤードへの建設発生土の搬入実績は近年順調に伸びてきて

いるものの、その建設目的の一つである建設発生土の再利用による有効

活用を図るという面では、平成２０年度の搬出実績が目標の１千㎥に対

して１３７㎥であり、前年度実績５２２㎥を下回る状況となっている。 

ついては、県、松江市等の関係機関や関係団体と緊密な連携を図り、
建設発生土の再利用が促進されるよう引き続き、積極的な取組を行われ
たい。 
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別記 財政的援助団体等の監査について 
１ 根拠規定 
  地方自治法第１９９条第７項 

 
 監査委員は、必要があると認めるとき、又は普通地方公共団体の長の要求
があるときは、当該普通地方公共団体が補助金、交付金、負担金、貸付金、
損失補償、利子補給その他の財政的援助を与えているものの出納その他の事
務の執行で当該財政的援助に係るものを監査することができる。当該普通地
方公共団体が出資しているもので政令で定めるもの、当該普通地方公共団体
が借入金の元金又は利子の支払を保証しているもの、当該普通地方公共団体
が受益権を有する信託で政令で定めるものの受託者及び当該普通地方公共団
体が第２４４条の２第３項の規定に基づき公の施設の管理を行わせているも
のについても、また、同様とする。 

２ 財政的援助等の説明（主なもの） 
補 助 金       地方公共団体が特定の者の行う事務又は事業に対し、助成又

は財政上の援助を与えるために交付するもの 

貸 付 金       地方公共団体が、特定の者のために、特定の目的をもって貸
付けを行っているもの 

損失補償  特定の者が、金融機関等から融資を受ける場合、その融資の
全部又は一部が返済不能となって、当該金融機関等が損失を被っ
たときに、地方公共団体が、融資を受けた者に代わって、当該金
融機関等に対してその損失を補償するとする、いわゆる損失補償
契約が結ばれているもの 

出  資       地方公共団体が、資本金、基本金その他これに準ずるものの
４分の１以上を出資しているもの 

債務保証  特定の者が金融機関から融資を受ける際、地方公共団体が、債
務者のために、当該金融機関等に対し、その債務又はこれから生
ずる利子の返済を保証する、いわゆる債務保証契約が結ばれてい
るもの 

公の施設
の指定管
理 

 地方公共団体が、公の施設の設置の目的を効果的に達成するた
め、条例の定めるところにより、地方公共団体が指定した法人そ
の他の団体に管理を行わせているもの 

３ 監査結果の決定、提出及び公表 
 監査委員は、監査の結果に関する報告を決定し、県議会議長及び知事並びに関
係のある委員会の長に監査の結果に関する報告を提出するとともに、県報で公表
する。 
 

４ 監査結果報告に対する措置状況の通知及び公表 

   監査結果報告に対し、議会、知事又は委員会が措置を講じたときは、その旨を

監査委員に通知することになっている。通知を受けた監査委員は、当該通知の内

容を県報で公表する。
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別表 監査実施年月日           
  

団    体 
 

 実施年月日 

１   (学法)同志舎 平成２２年 １月２８日 

  

２ 

  (公大法)島根県立大学 

    本部・浜田キャンパス 

     短期大学部松江キャンパス 

     短期大学部出雲キャンパス 

 

平成２１年１１月 ４日 

平成２１年１１月１０日 

平成２１年１１月１０日 

３   (財)島根県市町村振興協会 平成２１年１１月１６日 

４   (社)島根県トラック協会 平成２１年１１月１９日 

５   (社)島根県医師会 平成２１年１１月１７日 

６   漁業協同組合ＪＦしまね 平成２１年１１月１６日 

７   (社)島根県観光連盟 平成２１年１１月１０日 

８   島根県中小企業団体中央会 平成２１年１１月１６日 

９   まつえ北商工会 平成２１年１１月１７日 

１０   まつえ南商工会 平成２１年１１月１７日 

１１   飯南町商工会 平成２１年１１月１９日 

１２   出雲商工会 平成２１年１１月１０日 

１３   銀の道商工会 平成２１年１１月 ５日 

１４   島根県職業能力開発協会 平成２１年１１月１６日 

１５   (財)しまね海洋館 平成２１年１１月 ５日 

１６   (財)ふるさと島根定住財団 平成２１年１１月１１日 

１７   (財)しまね女性センター 平成２１年１１月 ５日 

１８   (財)島根県文化振興財団 平成２１年１１月１１日 

１９   (財)しまね国際センター 平成２１年１１月１１日 

２０   (財)しまね自然と環境財団 平成２１年１１月１９日 

２１   (財)島根県環境保健公社 平成２１年１１月１７日 

２２   (社)島根県畜産振興協会 平成２１年１１月１１日 

２３   (財)島根県石央地域地場産業振興センター 平成２１年１１月 ５日 

２４   (財)島根県建設技術センター 平成２１年１１月１９日 

２５   北陽ビル管理(株) 平成２１年１１月１７日 

  なお、所管課については、平成２１年１２月１４日から１２月１８日まで及び  

平成２２年２月１日に書面監査を実施した。 


